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平成28年11月 21日 

各 位 

 

会 社 名 株式会社ジオネクスト 

代表者名 代表取締役社長 山田 哲嗣 

 （コード：3777、JASDAQ） 

問合せ先 取締役経営企画管理本部長 池田 晃司 

 （TEL．03-6804-2831） 

 

 

連結子会社における太陽光発電所に係る権利等の取得に関するお知らせ 

 

当社の連結子会社であるエリアエナジー株式会社（以下、「エリアエナジー」といいます。）は、株式

会社ＭＭＫ及び株式会社以心より、太陽光発電所に係る権利等及び土地を取得いたしましたので、下記

の通りお知らせいたします。 

  

記 
 

１. 取得の経緯 

エリアエナジーは、再生可能エネルギー特別措置法による固定価格買取制度に基づき経済産業省の太

陽光発電の設備認定を取得し、発電所の開発及びその代行、第三者への売却、売電事業等を行っており

ます。平成28年 10月 27日付「連結子会社における太陽光発電所の取得に関するお知らせ」においてお

知らせしたとおり、エリアエナジーは来期にかけて売電開始直前の竣工案件や既に売電中の太陽光発電

所の多数購入を進めていく予定であります。 

このような状況にあり、本日エリアエナジーは「茨城県常盤大宮市太陽光発電所」（発電出力 1.53Ｍ

Ｗ）の権利等の取得をいたしました。 

 

２. 取得する発電所の概要  

取得の対象となる発電所の内容は、茨城県常盤大宮市に所在し、土地の所有権等及び発電所の権利

（経済産業省設備認定IDと電力会社との受給契約に関する権利義務）で、発電出力は1.53ＭＷでありま

す。 

本案件は東京電力管内で、且つ発電容量が 1ＭＷ以上と比較的大型であり、完成時には安定した売電

収益も見込める上、市場流動性も高く、来期における当グループの収益への貢献が期待されます。 

なお、取得価格につきましては、売主であります相手先の都合により公表を控えさせていただきます。 

 

３．日程 

 平成28年11月 21日 太陽光発電所の取得に関する契約締結 

 平成28年11月 21日 契約金支払 

 平成29年3月31日（予定） 残金決済完了 
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４．取得先の概要 

(1) 名 称 株式会社MMK 

(2) 本 店 所 在 地 茨城県常陸太田市金井町3649番地 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 荒木 正明 

(4) 事 業 内 容 ・建設工事 

・工事現場施工管理 

・自然エネルギーによる発電事業並びにそれに関する施設の設計、施工、

管理、運営及びメンテナンス 

・不動産の仲介、管理 

・書面及び図面作成請負 

・コンピューター並び関連機器の操作、データ入力作業の受託業 

・損害保険代理業 

・生命保険代理業 

・古物取引 

・各種商品販売業 

・前各号に附帯関連する一切の事業 

(5) 資 本 金 500万円 

(6) 設 立 年 月 日 平成20年6月10日 

(7) 発 行 済 株 式 数 100株 

(8) 当事会社間の関係 

 資 本 関 係 当該事項はありません。 

 人 的 関 係 当該事項はありません。 

 取 引 関 係 当該事項はありません。 

 関連当事者への該当状況 当該事項はありません。 

 

(1) 名 称 株式会社以心 

(2) 本 店 所 在 地 茨城県ひたちなか市大字中根980番地イ 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 遠西 邦雄 

(4) 事 業 内 容 ・建物・機械（建設機械・工作機械等）の移設 

・自動車・機械（建設機械・工作機械等）・建物・構築物の解体・修理 

・宅地建物取引業   

・土地建物の賃貸業  

・土木建築工事の請負 

・宅地の造成 

・建物等の清掃    

・一般廃棄物の収集・処理  

・特別養護老人ホームの入居者に対する食事、洗濯、その他日常生活にお

 ける介護サービスに関する業務                   

・介護機器及び介護用品の販売及びレンタル      

・介護保険法による在宅介護支援事業及び訪問看護事業 

・介護保険法による居宅介護支援事業 

・介護保険法による福祉用具貸与事業 

・介護保険法による生活支援事業   

・介護保険法による住宅改修支援事業 

・介護保険法による福祉機器の販売及び賃貸 

・一般乗用旅客自動車運送事業 

・自動車運転代行業 
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・身体障害者福祉法による居宅介護支援事業 

・知的障害者福祉法による居宅介護支援事業 

・児童福祉法による居宅介護支援事業 

・介護保険法に基づく訪問介護 

・介護保険法に基づく介護予防訪問介護 

・介護保険法に基づく痴呆対応型共同生活介護事業 

・介護保険法に基づく通所介護（デイサービス）事業 

・短期入所生活介護事業 

・前各号に附帯する一切の業務 

(5) 資 本 金 1000万円 

(6) 設 立 年 月 日 昭和62年3月27日 

(7) 発 行 済 株 式 数 200株 

(8) 当事会社間の関係 

 資 本 関 係 当該事項はありません。 

 人 的 関 係 当該事項はありません。 

 取 引 関 係 当該事項はありません。 

 関連当事者への該当状況 当該事項はありません。 

 

 

５．今後の見通し 

今後は来期確実に利益を計上できる案件を中心に購入を進め、高い売電収益に裏付けされたさらなる

安定した経営基盤の構築を図り、当社グループの持続的成長に資する経営戦略を行っていく所存であり

ます。 

本件の取得による、当社の今期連結業績予想に与える影響はありません。 

 

 

以 上 

 


